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１．目的 

木材の利用促進、需要拡大のために、国の施策として地域材利用の積極的推進が唱われ

ている。このためには木材の良さや木材利用の意義を需要者に十分理解してもらうと同時

に、ニーズに合った新しい製品や新用途の開発が必要であり、住宅用途だけでなく公共施

設や教育資材など幅広い用途への拡大が必要である。本プロジェクト研究では、非住宅用

中小構造部材、福祉用具等への地域材の用途拡大を促す技術を開発する。地域材の循環利

用を実現するには、住宅以外の多様な用途の開発に加えて、多様な形質の材の活用を図る

必要があり、そのための部材供給をシステム化する技術開発を行う。得られた成果を実用

化に繋げるために、地域の試験研究機関や民間企業と連携して研究を実施する。 
 
２．当年度研究成果の概要 

平行弦トラスおよびはしご梁の部材は標準的なプレカットマシンで精度よく加工でき

ること、また現場における組み立ても非常に容易であることが明らかになった。屋外環境

で木質系構造用部材の耐久性を高めるための接着技術を開発し、ビニロン繊維の接着によ

り、木材の膨潤・収縮時の寸法変化が低減することを明らかにした。長尺曲がり材を短尺

に切断し製材した場合には、丸太の曲がりが減少し製材歩止まりは向上するが、挽き材回

数が増え作業能率が低下するため、曲がりの減少効果と作業能率の低下割合を比較して、

丸太の形質に応じて適切な玉切り方法を選択する必要がある。車椅子の開発動向を分析し

た結果、木質感を心理的に訴えた商品を開発するメーカーが増えてきていること，さらに

JISの「規格作成配慮指針」の制定によって木材が福祉用具の材料として今以上に使用され

る可能性があることがわかった。また車いすや高齢者の人体寸法等も加味しながら、パソ

コン用の木製ワークステーションを試作し、ユーザーの意見を求めた結果、素材の基本を

木材としたことについて否定的な意見はなかったが、自分に合った作業環境を作るための

調整機構を含め、素材、製作方法、機構、デザイン、価格等について検討していく必要性

があることが明らかになった。 
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５．評価結果の概要 
このプロジェクト研究はポテンシャルが高く、研究計画に基づいて研究が進められてい

る。研究の目標は大きくかつ重要であるので、この点を十分認識し、難しい点を克服して

いけば大きな成果が期待できる。短尺材や曲がり材の適切な利用は実用化研究であり、国

産材の需要拡大のために大きな意義がある。また木製福祉用具の開発は木材の特性を活か

すものとして大いに期待され、木材製品が福祉器具のハードな仕様を克服していくことに

よって、他の一般製品にも良い波及効果をもたらすはずで、今後の開発研究に期待したい。 

 

６．評価において改善を指摘された事項への対応 
 特に問題点や改善点の指摘はなく、計画通りに進められているという評価であったので、

年次計画に基づいて研究を推進していく。 
 
 

 


